
令  和  ４ 年  度

国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計予算





名 名

人 人

人 人

人 人

令和４年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計予算

　（総　　　　則）

第１条　令和４年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計の予算は、次に定めるところによる。

　（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

(１) 定 員 入 所 定 員 １００ 通所リハビリ定員 ２０

(２) 利 用 者 数 入 所 利 用 者 延 人 数 ２５，５５０ １日平均利用者数 ７０

短 期 入 所 利 用 者 延 人 数 ７３０ １日平均利用者数 ２

通所リハビリ利用者延人数 ４，３７４ １日平均利用者数 １８

　（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　            　　入

　第１款　施　設　事　業　収　益 ４７６,４６８ 千円

第１項　療　養　収　益 ４１６,３３３ 千円

第２項　療　養　外　収　益 ６０,１３４ 千円

支　　　　            　　出

　第１款　施　設　事　業　費　用 ５２２,６５９ 千円

第３項　特　別　利　益 千円１

第３項　特　別　損　失 １ 千円

第１項　療　養　費　用 ４９２,０８２ 千円

第２項　療　養　外　費　用 ３０,０７６ 千円

第４項　予　備　費 ５００ 千円
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　（他会計からの補助金）

通所リハビリテーション送迎用車両リース 令和４年度から令和６年度まで １，３８０千円
通所リハビリテーション送迎用車両リース 令和４年度から令和６年度まで ９３６千円

　（債務負担行為）

第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

事　　　　項 期　　　　間 限　度　額
通所リハビリテーション送迎用車両リース 令和４年度から令和６年度まで １，４０４千円

第１項　他　会　計　負　坦　金 ４３，０１５ 千円

　（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

収　　　　            　　入

　第１款　資　 本　 的　 収　 入 ２９３，０１５ 千円

千円

　（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、30,000千円と定める。

　（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第１項　建　設　改　良　費 ６，５９３ 千円

第２項　企　業　債　償　還　金 ４２，０５６ 千円

　（たな卸資産購入限度額）

第９条　たな卸資産の購入限度額は、8,797千円と定める。

令 和 ４ 年 ２ 月 ２ ２ 日 提 出

国 民 健 康 保 険 山 城 病 院 組 合

第７条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用

　する場合は、議会の議決を経なければならない。

　（１）　職　員　給　与　費 ３２６，８４３ 千円

　（２）　交　　　際　　　費

管 理 者 河 井 規 子

第２項　固　定　資　産　売　却　代　金 ２５０，０００ 千円

第３項　他　会　計　償　還　金 ４０，０８７ 千円

第８条　病院組合を組織する市町村の一般会計からこの会計へ繰入れを受ける金額は、62,231千円である。

２　前項に定める金額についてこの会計予算の受け入れ科目別内訳額及び市町村別負担額については、別表（一）に定めるところによる。

支　　　　            　　出

　第１款　資　 本　 的　 支　 出 ８８，７３６ 千円

３０
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別表（一）

病 院 組 合 市 町 村 分 担 金

左 の 予 算 科 目 区 分

市 町 村 名 分 担 金 　　収　　益　　的　　収　　入 　　資　　本　　的　　収　　入

千円 　　繰　　入　　金　　　 千円 　　負　　担　　金　　　 千円

木 津 川 市 ５３，５９４ １６，５９３ ３７，００１

和 束 町 ４，１７８ １，２７０ ２，９０８

笠 置 町 １，５６８ ４７５ １，０９３

２，０１３南 山 城 村 ２，８９１ ８７８

計 ６２，２３１ １９，２１６ ４３，０１５
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１

１

１

２

３

４

２

１

２

３

４

５

３

１

（単位：千円）

項 目 予 定 額 備 考

受取利息及び配当金 １

通所リハビリ療養収益

令和４年度国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計予算実施計画

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

施 設 療 養 収 益 ３４２,３７０

短 期 入 所 療 養 収 益 ９,９６４

施 設 事 業 収 益 ４７６,４６８

療 養 収 益 ４１６,３３３

款

療 養 外 収 益 ６０,１３４

４８,８１３

そ の 他 療 養 収 益 １５,１８６

他 会 計 繰 入 金 １９,２１６

収 入 合 計 ４７６,４６８

長 期 前 受 金 戻 入 ２５,６７６

１

補 助 金 １

そ の 他 療 養 外 収 益 １５,２４０

特 別 利 益 １

特 別 利 益
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１

１

１

２

３

４

５

６

２

１

２

３

４

５

３

１

４

１

項 目 予 定 額

（単位：千円）支 出

給 与 費 ３２６,８４３

材 料 費 ３１,８３７

備 考

施 設 事 業 費 用 ５２２,６５９

療 養 費 用 ４９２,０８２

款

経 費 １０１,３３７

減 価 償 却 費 ３１,５８３

療 養 外 費 用 ３０,０７６

消費税及び地方消費税 １１,１００

研 究 研 修 費 ４８０

資 産 減 耗 費 ２

企 業 債 取 扱 諸 費 １５,９２７

支 払 利 息 及 び

５００

予 備 費 ５００

長期前払消費税勘定償却 ３,０４７

雑 損 失 １

諸 支 出 金 １

特 別 損 失 １

特 別 損 失 １

支 出 合 計 ５２２,６５９

予 備 費
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１

１

１

２

１

１

１

１

２

３

２

１

３

１

リ ー ス 資 産 購 入 費 ５,３９２

（単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

収 入

収 入 合 計 ２９３,０１５

他 会 計 負 担 金 ４３,０１５

他 会 計 負 担 金 ４３,０１５

固定資産 売却 代金 ２５０,０００

固 定 資 産 売 却 代 金 ２５０,０００

資 本 的 支 出 ８８,７３６

当年度損益勘定留保資金 ０

収 入 総 合 計 ２９３,０１５

支 出 （単位：千円）

款 項 目 予 定 額 備 考

建 設 改 良 費 ６,５９３

老 健 建 設 事 業 費

他 会 計 償 還 金

有形固定資産購入費 １,２００

企 業 債 償 還 金 ４２,０５６

１

支 出 合 計 ８８,７３６

企 業 債 償 還 金 ４２,０５６

他 会 計 償 還 金 ４０,０８７

４０,０８７

資 本 的 収 入 ２９３,０１５

資 本 的 収 入 及 び 支 出
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１

１

１

１ 人 人

２

２

１

人 人

２

３

１

人 人

２

４

１

２

短 期 入 所

9,964 9,898 66

（単位：千円）

（延べ） 730

説 明

そ の 他 施 設

70（延べ） 25,550

日常生活費等7,154

１日平均

110,218

124,418

款　　項 減

540,751

342,370 463,097

目 予 算 額 予 算 額

短 期 入 所

2療 養 収 益 9,760

日常生活費等

施設事業収益

療 養 収 益

施 設 療 養

476,468 586,686

療 養 収 益 6,166 文書料等

そ の 他 短 期

通所 ﾘ ﾊ ﾋ ﾞ ﾘ

204入所療養収益

令和４年度 国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業会計予算説明書

収 益

年間利用者見込

施設療養収益 335,216

　

416,333

増

120,727

収 益 的 収 入 及 び 支 出

収 入

節本 年 度 前 年 度

区 分 金 額

比 較

療 養 収 益

通所リハビリ

１日平均 18

療 養 収 益

１日平均

48,612

療 養 収 益

年間利用者見込

年間利用者見込

（延べ） 4,374療 養 収 益

収 益 9,020 個室使用料収入

そ の 他 通 所

3,761

45,052

日常生活費等ﾘﾊﾋﾞﾘ療養収益

201

3,958

そ の 他

療 養 収 益 15,186 19,144

室 料 差 額

そ の 他

48,813
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２

１

１

２

１

３

１

４

１

２

５

１

３

１

１

19,216

病 院 組 合

941他会計繰入金 19,216 20,157

市町村分担金

療養外収益

11

45,934

受 取 利 息

説 明

1

収 入 合 計 476,468 586,686 110,218

療 養 外 収 益

そ の 他

25,676

療養外収益 15,240 99 15,141

負 担 金 及 び

そ の 他

補 助 金

24,025

14,200

交 付 金

1,651

預 金 利 息

25,676

款　　項 目 予 算 額 予 算 額 増 減

及び配当金

60,134

　 本 年 度 前 年 度

長期前受金

戻 入

補 助 金 1 1

比 較 節

（単位：千円）

15,240

金 額区 分

特 別 利 益 1 1

特 別 利 益 1

補 助 金 1

特 別 利 益 1 1

－8－



１

１

１

１

人

5 人

人

2 人

人

人

２

３

４ 人

５

６

２

１

２

３

４

入所者用給食材料費

療 養 消 耗

備 品 費 500 診療用具、療養用具等

薬 品 費 3,041

療 養 材 料 費 5,256

給 食 材 料 費 23,040

退職手当組合

負 担 金 13,749

材 料 費 31,837 46,700 14,863

職員共済組合負担金 44,509 千円

法 定 福 利 費 49,265 社会保険料負担金等 4,756 千円

賞 与 引 当 金

繰 入 額 16,083

報 酬 29,956 ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ会計年度任用職員 18

(４) 技能労務員

手 当 50,044

(３) 事務員手当 9,198

(２) 医療技術員

手 当 9,769

手 当 84,335

(１) 看護師手当 15,324

(４) 技 能 労 務 技能労務員 35

員 給 73,803 　うち、ﾌﾙﾀｲﾑ会計年度任用職員 29

事務員 5

(３) 事 務 員 給 16,008 　うち、ﾌﾙﾀｲﾑ会計年度任用職員

医療技術員

(２) 医 療
技 術 員 給

（理学療法士3人、作業療法士1人、

17,422   管理栄養士1人）

133,455

(１) 看 護 師 給 26,222 看護師 8

給 与 費 326,843 363,474 36,631

給 料

療 養 費 用 492,082 565,595 73,513

区 分 金 額 説 明

施設事業費用 522,659 586,686 64,027

款　　項 目 予 算 額 予 算 額 増 減

支 出 （単位：千円）

　 本 年 度 前 年 度 比 較 節
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３

１

２

３

４

５

６

７

８

９

10

11

12

13

14

15 千円

千円

千円

16

17

18

交 際 費 30 老健交際費

雑 費 300 ＥＢサービス利用料等

人材派遣・宿直委託 27,980 千円

検査委託等 1,500

諸 会 費 150 老健協会等諸会費

委 託 料 68,676 寝具委託 2,750

給食委託 16,642

清掃委託 14,283 千円

洗濯委託 1,421 千円

通 信 運 搬 費 815 電話通話料、郵便料等

施設管理保守委託 4,100 千円

白衣等賃借料 960 千円

コピーリース料等 1,200 千円

766 千円

賃 借 料 4,076 カーテン賃借料 1,150 千円

通所リハビリ送迎用車両

リース料

修 繕 費 2,450 療養用具等修繕費

保 険 料 400 災害共済保険料、その他保険料

食 料 費 20 会議用、来客用食料費等

印 刷 製 本 費 600 パンフレット、療養事務用印刷費等

光 熱 水 費 16,000 電気、ガス、水道使用料等

燃 料 費 1,000 車両用、諸燃料

消 耗 品 費 3,692 文具、消耗器材、消耗品費等

消 耗 備 品 費 1,587 業務管理用具費等

旅 費 交 通 費 80 普通旅費

職 員 被 服 費 500 白衣、ユニフォーム等

厚 生 福 利 費 951 職員厚生会負担金、慶弔費等諸費

報 償 費 10

説 明

経 費 101,337 119,160 17,823

節

款　　項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区 分 金 額

　 本 年 度 前 年 度 比 較
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４

１

２

３

４

５

１

２

６

１

２

３

４

２

１

１

２

３

４

５ リ ー ス 資 産

利 息 1,440

借 入 金 利 息 265 病院事業会計長期借入利息

企業債手数料

及 び 取 扱 費 1

利 息 1

他 会 計

企 業 債 利 息 14,220 財務省・公営企業金融公庫借入利息

一 時 借 入 金

取 扱 諸 費 15,927 16,932 1,005

支払利息及

び 企 業 債

療養外費用 30,076 20,590 9,486

旅 費 200 研修会等出張旅費

研 究 雑 費 180 研修会費等雑費

謝 金 50 講師謝金

図 書 費 50 図書購入費

固 定 資 産

除 却 費 1

研究研修費 480 530 50

た な 卸 資 産

減 耗 費 1

減 価 償 却 費 4,959

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 費 4,509

資産減耗費 2 2

建物附属設備

減 価 償 却 費 153

器 械 備 品

建 物

減 価 償 却 費 21,962

減価償却費 31,583 35,729 4,146

款　　項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区 分 金 額 説 明

　 本 年 度 前 年 度 比 較 節
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２

１

３

１

４

１

５

１

３

１

１

４

１

１ 予 備 費 500

支 出 合 計 522,659 586,686 64,027

予 備 費 500 500

特 別 損 失 1

予 備 費 500 500

特 別 損 失 1 1

長期前払消費

税 額 償 却 3,047

特 別 損 失 1 1

繰 出 金 1

長期前払消費

税 勘 定 償 却 3,047 2,906 141

1

諸 支 出 金 1 1

雑 損 失 1 1

その他雑損失

消 費 税 及 び

地 方 消 費 税 11,100

消費税及び

地方消費税 11,100 750 10,350

款　　項 目 予 算 額 予 算 額 増 減 区 分 金 額 説 明

　 本 年 度 前 年 度 比 較 節
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１

１

１

１

２

１

１

回復期病棟転換による病院への売却代金

売 却 代 金

売 却 代 金

売 却 代 金

250,000

250,000 0 250,000

固 定 資 産

250,000

当 年 度 損 益

勘定留保資金 0 20,241

収 入 総 合 計 293,015 62,350

20,241

収 入 合 計 293,015 42,109 250,906

230,665

293,015 42,109

43,015 病院組合市町村負担金

固 定 資 産

250,000 0

固 定 資 産

他会計負担金 43,015 42,109 906

他会計負担金

資本的収入

他会計負担金 43,015

　 本 年 度 前 年 度

款　　項 目 予 算 額 予 算 額

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入

250,906

増 減

比 較

42,109 906

（単位：千円）

区 分 金 額 説 明

節
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１

１

１

１

２

１

３

１

２

１

１

３

１

１

リース資産

購 入 費

リ ー ス 資 産

購 入 費 5,392

5,392 5,283 109

病院事業会計長期借入分

42,056

他 会 計 元 金

財務省・公営企業金融公庫借入分

償 還 金

企 業 債 元 金

支　　出　　合　　計 88,736 62,350

40,087

他会計償還金 40,087

他会計償還金

送迎車両2台分、空調設備

42,056 41,151 905

償 還 金

24,173

24,173

40,087 15,914

26,386

15,914

購 入 費 1,200

資産購入費

防犯カメラ更新

企業債償還金 42,056 41,151 905

事 業 費 1

企業債償還金

有 形 固 定

器械及び備品

1 1,199

工 事 請 負 費

1,200

1

1

建設改良費 6,593 5,285

老 健 建 設

金 額

支 出

資本的支出 88,736 62,350 26,386

増予 算 額 説 明

　 本 年 度 前 年 度

（単位：千円）

比 較 節

区 分款　　項 目 予 算 額

1,308

減
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１　業務活動によるキャッシュフロー

当年度純利益

減価償却費

長期前払消費税償却額

資本的収入仮受消費税

長期前受金戻入額

賞与引当金の減少額

受取利息及び受取配当金

支払利息

未収金の減少額

たな卸資産の増加額

未払金の増加額

その他流動負債の増加額

小計

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

業務活動によるキャッシュフロー

△ 22,727

556

58

△ 47,693

1

△ 15,927

△ 63,619

△ 25,676

△ 4,302

△ 1

15,927

102

△ 69

令和４年度　国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業予定キャッシュフロー計算書

（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで）

△ 46,191

31,583

3,047

（単位：千円）
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２　投資活動によるキャッシュフロー

有形固定資産の取得による支出

有形固定資産の売却による収入

国庫補助金等による収入

一般会計及び他の特別会計からの繰入金による収入

投資活動によるキャッシュフロー

３　財務活動によるキャッシュフロー

建設改良企業債の償還による支出

他会計借入金の返済による支出

ファイナンスリース債務の返済による支出

財務活動によるキャッシュフロー

　資金増加額　

　資金期首残高

　資金期末残高

△ 5,392

△ 87,535

140,661

22,334

162,995

△ 1,200

0

43,015

291,815

△ 42,056

△ 40,087

250,000
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△ 4,302 △ 36,631

比　較

△ 11,9011 4,122 △ 17,844 △ 25,623 △ 6,706

70 25,834 151,299 96,236 273,369 69,720 20,385

63,014 16,083 326,843

363,474

前年度

71 29,956 133,455 84,335 247,746

（千円） （千円） （千円） （千円）

本年度

（人） （人） （千円） （千円） （千円）

賞与引当金

手 当 計 法定福利費等 繰　入　額 合 計区 分 特 別 職 一 般 職 報 酬 給 料

給 与 費 明 細 書

１　総　　　　　括

職 員 数 給 与 費
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 その他の増減 △ 18,784
組合事業の転換に伴う病院への人員配置変更に
よる減等

手    当 △11,901

 制度改正に伴う増減分 0

 その他の増減分 △11,901

△ 658

給    料 △17,844

 給与改定に伴う増減分 0

 昇給に伴う増加分 940 平均昇給率    1.32％

△ 897 △ 3,957

２　給料及び手当の増減額の明細

区 分 増減額（千円） 増 減 事 由 別 内 訳 （ 千 円 ） 説　　　　　明 備　　考

△ 1,565 △ 66 △ 5000 0 △ 940 0 △ 2,930 △ 138

27,429336

比　　　較

1,210 2,700 31,386

960

312

2,052

0 △ 250

9,503

2,190 12,110 11,068

(千円) (千円) (千円)

0

2,200

1,278 18,706 244 4,922 336

本　年　度
480 216 8,138 15,776

(千円)

11,213 178 4,264

手 当 手 当 手 当 勉 手 当

1,278 312

(千円) (千円) (千円)

手 当務 手 当 手 当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)(千円)

そ の 他 期 末 勤

手 当 務 手 当 手 当 手 当 護 手 当 手 当 手 当 手 当

超 勤 休 日 勤 宿 日 直 通 勤 住 宅 児 童

480 216 9,078

夜 間 看 職 務 扶 養

組合事業の転換に伴う病院への人員配置変更に
よる減等

手

当

の

内

訳

区　　　分

管 理 職 特 殊 勤 地 域 夜 勤

前　年　度
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円 円 円 円 円 円 円 円

209,800 182,200 ―大 学 卒 194,700 215,200 182,200 157,400 188,400

200,700 150,600 ―

（大学卒） （介護福祉士） （大学卒）

行 政 職 ( 一 ) 福 祉 職

（高看学卒） （高看学卒）

高 校 卒 ― 209,800 154,900 ― ―

(歳)

区 分 医 療 職 ( 二 ) 医 療 職 ( 三 )

 （２）　初　 任　 給

医 療 職 ( 二 ) 医 療 職 ( 三 ) 行 政 職 ( 一 ) 福 祉 職 一 般 会 計 の 制 度

41.7 56.5 ―

226,080

333,819 297,361 323,078

40.6 45.3 45.3

―

令 和 3 年 1 月 1 日 現 在 平 均 給 与 月 額 (円) 343,199 375,584 ―

(歳) 42.7 54.4

平 均 年 齢

平 均 給 料 月 額 (円) 285,040 290,800 269,320 265,800

357,799 302,140 346,876

46.3 46.3― 43.5

令 和 4 年 1 月 1 日 現 在 平 均 給 与 月 額 (円) 377,012347,761 ―

平 均 年 齢

福 祉 職

平 均 給 料 月 額 (円) 289,340 272,637 ― 285,300 270,500 222,996

区　　　分 医 療 職（二） 医 療 職 （ 三 ） 医 療 職 （ 三 ） 行 政 職（一） 行 政 職（一）

３　給料及び手当の状況

 （１）　職員一人当たりの給与

医 療 技 術 員 看 護 師 准 看 護 師 事 務 員 そ の 他 そ の 他
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5 100.09 100.0 計 6 100.0 計計 　　― 　　― 計 5 100.0 計

　　― 　　―

7 級 　　― 　　―

　　― 　　― 6 級 　　― 　　― 6 級

　　― 　　―

6 級 　　― 　　― 6 級

1 11.1 5 級 　　― 　　― 5 級

　　― 　　―

5 級 　　― 　　― 5 級 　　― 　　― 5 級

2 22.2 4 級 1 16.7 4 級

1 20.0

4 級 　　― 　　― 4 級 1 20.0 4 級

4 44.5 3 級 1 16.7 3 級

4 80.0

3 級 　　― 　　― 3 級 2 40.0 3 級

　　― 　　― 2 級 4 66.6 2 級

　　― 　　―

2 級 　　― 　　― 2 級 2 40.0 2 級

2 22.2 1 級 　　― 　　― 1 級

100.0

令和3年 1月1日現在

1 級 　　― 　　― 1 級 　　― 　　― 1 級

100.0 計 4 100.0 計 5計 　　― 　　― 計 5 100.0 計 8

　　―

7 級 　　― 　　―

　　― 6 級 　　― 　　― 6 級 　　―

　　―

6 級 　　― 　　― 6 級 　　―

　　― 5 級 　　― 　　― 5 級 　　―

　　―

5 級 　　― 　　― 5 級 　　― 　　― 5 級 　　―

12.5 4 級 1 25.0 4 級 　　―

20.0

4 級 　　― 　　― 4 級 1 20.0 4 級 1

50.0 3 級 1 25.0 3 級 1

80.0

3 級 　　― 　　― 3 級 2 40.0 3 級 4

　　― 2 級 2 50.0 2 級 4

　　―

2 級 　　― 　　― 2 級 2 40.0 2 級 　　―

37.5 1 級 　　― 　　― 1 級 　　―

令和4年 1月1日現在

1 級 　　― 　　― 1 級 　　― 　　― 1 級 3

（人） （％） （人） （％）（人） （％） （人） （％） （人） （％）

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

福　　祉　　職　

級 職員数 構成比 級 職員数 構成比 級 職員数 構成比

 （３）　級 別 職 員 数

区　　分

医 療 職 ( 一 ) 医 療 職 ( 二 ) 医 療 職 ( 三 ) 行 政 職 （ 一 ）
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る指導的業務を行う介護職員の職務

困難な業務を処理する主任の職務

係長の職務

相当困難な業務を処理する副部長の

職務

部長の職務

部の課又は室の長の職務

７　級 薬剤部長の職務

薬剤部課長、診療技術部副部長の職

６　級 事務部局の長の職務 務　特に困難な業務を行う診療技術 看護部長の職務

５　級
薬剤部副課長、診療技術部の課又は 職務

室の長の職務 看護師長の職務

看護部副部長の職務

職務 訓練士、主任理学療法士、主任作業

療法士又は主任言語聴覚士の職務

事務局次長、事務部副部長、事務局
個人情報管理担当参事、担当リーダ
ー、課長又は室長の職務

困難な業務を処理する副看護師長の

困難な業務を処理する看護師主任の

職務 主任診療放射線技師、主任臨床検査 職務

担当副リーダー、副課長及び主査の 技師、主任臨床工学技士、主任視能 副看護師長の職務

助産師の職務

主任臨床工学技士、主任視能訓練士、 看護師主任の職務

は主任言語聴覚士の職務

４　級

主任薬剤師、主任臨床心理士の職務

相当困難な業務を分掌する係の長の 困難な業務を行う主任管理栄養士、

作業療法士又は言語聴覚士の職務

３　級

困難な業務を行う薬剤師、臨床心理

主任理学療法士、主任作業療法士又

士の職務　主任管理栄養士、主任診 看護師の職務

療放射線技師、主任臨床検査技師、

主任の職務

特に高度の知識又は経験を必要と 放射線技師、臨床検査技師、臨床工 看護師の職務 特に高度の知識又は経験を必要とす

する業務を行う係員の職務 学技士、視能訓練士、理学療法士、 助産師の職務

理学療法士、作業療法士又は言語聴

覚士の職務

定型的な業務を行う介護職員の職務

２  級

薬剤師、臨床心理士の職務

主任の職務 困難な業務を行う管理栄養士、診療 准看護師の職務

管理栄養士の職務

診療放射線技師の職務

１  級 定型的な業務を行う係員の職務
臨床検査技師、臨床工学技士又は

准看護師の職務
視能訓練士の職務

 　　　　（級別の標準的な職務内容）

区分 行 政 職 （ 一 ） 医 療 職 （ 二 ） 医 療 職 （ 三 ） 福 祉 職

副部長の職務

困難な業務を処理する主任の職務
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　危険手当

― ― ―

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

平 均 支 給 月 額 （円） 4,500 ― 4,500 ―

―

支 給 対 象 職 員 1 人 当 た り

（令和4年1月1日現在） （％） 18.2 ― 80.0 ― ― ―

― ― ―

支 給 対 象 職 員 の 比 率

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 （％） 0.29 ― 1.26 ―

―

 （５）　特殊勤務手当

区 分 全 職 種 医 師 医 療 技 術員 看 護 師 准 看 護 師 事 務 員 その他

特別昇給に係る職員数  （人） ― ― ― ―

― ―

比　　　　　率 （Ｂ）／ （Ａ）（％） ― ― ― ― ―

―

６月（人） ― ― ― ― ―昇給期間の短縮月数別内訳

３月（人） ― ― ― ―

月（人） ― ― ―

（Ｂ）（人） ― ― ― ― ―

―

前

年

度

職　　　　員　　　　数 （Ａ）（人） ― ― ― ― ―

昇給期間短縮に係る職員数

特別昇給に係る職員数  （人） ― ― ― ―

― ―

比　　　　　率 （Ｂ）／ （Ａ）（％） ― ― ― ― ―

―

６月（人） ― ― ― ― ―昇給期間の短縮月数別内訳

３月（人） ― ― ― ―

月（人） ― ― ―

―

昇給期間短縮に係る職員数 （Ｂ）（人） ― ― ― ― ―

行 政 職 （一） 福 　 祉　　職

本

年

度

職　　　　員　　　　数 （Ａ）（人） ― ― ― ―

区 分 合 計 医 療 職 （二） 医 療 職 （三）

 （４）　昇給

－22－



住 居 手 当 同 じ

通 勤 手 当 同 じ

扶 養 手 当 同 じ

地 域 手 当 同 じ

― ―

 （８）　その他手当

区 分 一 般 会 計 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

　　（支 給 率 等） ― ― ― ― ―

― ―

一 般 会 計 の 制 度

支 給 率 等 ― ― ― ― ―

そ の 他 の 退 職 時
備　　　考

区分 （月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等 特 別 昇 給

 （７）　定年退職及び勧奨退職に係る手当

２０年勤続の者 ２５年勤続の者 ３５年勤続の者 最 高 限 度

前 年 度 2.225 2.075 4.300 有

一 般 会 計 の 制 度 2.150 2.150 4.300 有

の等級による加算

本 年 度 2.150 2.150 4.300 有

 （６）　期末手当・勤勉手当

支 給 期 別 支 給 率 制度上の段階,職務
備　　　　　考

区 分 ６月（月分） １２月（月分） 支給率計（月分）
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―

―

―
936

送 迎 用 車 両 リ ー ス 令和6年度

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 936
―

令和4年度～ 936

701

(572)

1,380

送 迎 用 車 両 リ ー ス 令和6年度

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 1,380
―

令和4年度～ 1,380

地 方 債 そ の 他

1,404

送 迎 用 車 両 リ ー ス 令和6年度

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 1,404
―

令和4年度～ 1,404

債 務 負 担 行 為 に 関 す る 調 書

（単位：千円）

前年度末までの支払 当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

区 分 限 度 額 義務発生(見込 )額 支払義務発生予定額 特 定 財 源

513

(302)

令和3年度～

令和3年度

一 般 財 源
期 間 金 額 期 間 金 額 国府支出金

(725)

513

(302)

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 5,472 平成28年度～
3,569

令和4年度～ 1,903 1,903

送 迎 用 車 両 リ ー ス (4,212) 令和3年度 令和4年度 (643) (643)

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン 5,400 平成28年度～
3,508

令和4年度～ 1,892 1,892

送 迎 用 車 両 リ ー ス (4,140) 令和3年度 令和4年度 (632) (632)

(69,318)
合 計

126,464
14,986

111,478

注：限度額に示す（　）内の数値は支出予定額

111,478

(84,304) (69,318)

送 迎 用 車 両 リ ー ス 令和4年度

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン
423

令和4年度～令和2年度～

令和3年度

936

936

(807)

(63,449)

(572)

令和15年度

令和5年度

701

令和4年度～
空 調 設 備 リ ー ス

通 所 リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン

送 迎 用 車 両 リ ー ス
235

令和4年度～

102,749

(63,449)

110,000

(70,700)

令和2年度～

令和3年度
7,251

102,749
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　 （単位：円）

１　固　定　資　産

　（１）有形固定資産

イ

建物減価償却累計額

ロ

建物附属設備減価償却累計額

ハ

器械備品減価償却累計額

ニ

リース資産減価償却累計額

　　有 形 固 定 資 産 合 計

　（２）投資その他資産

イ 長期前払消費税

　　投 資 そ の 他 資 産 合 計

　　固 定 資 産 合 計

２　流　動　資　産

　（１）現金・預金

　（２）未収金

　（３）貯蔵品

　　流 動 資 産 合 計

　　資 産 合 計

540,170,411

162,994,776

65,516,486

1,900,639

230,411,901

770,582,312

13,281,973 36,792,714

528,144,593

12,025,818

12,025,818

64,872,671 11,165,571

リース資産 50,074,687

建物附属設備 2,145,743

1,147,556 998,187

器械備品 76,038,242

建物 772,754,091

293,565,970 479,188,121

令和４年度　国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業予定貸借対照表

（令和５年３月３１日）

資 産 の 部

－25－



３　固　定　負　債

　（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　企 業 債 合 計

　（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

ロ その他長期借入金

　　他 会 計 借 入 金 合 計

　（３）リース債務　

　　固 定 負 債 合 計

４　流　動　負　債

　（１）企業債　

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　企 業 債 合 計

　（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

ロ その他長期借入金

　　他 会 計 借 入 金 合 計

　（３）リース債務　

　（４）未払金　

　（５）引当金　

イ 賞与引当金

　　引 当 金 合 計

　（６）その他流動負債　

　　流 動 負 債 合 計

16,083,000

1,554,167

94,761,979

14,984,146

15,945,130

5,392,000

12,807,123

16,083,000

208,743,482

48,331,600

831,910,843

42,980,559

42,980,559

960,984

負 債 の 部

574,835,761

574,835,761

12,580,584

196,162,898

－26－



５　繰　延　収　益

　（１）長期前受金　

イ 補助金

ロ 負担金及び交付金

　　長 期 前 受 金 合 計

　（２）長期前受金収益化累計額　

イ 補助金

ロ 負担金及び交付金

　　長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 合 計

　　繰 延 収 益 合 計

　　負 債 合 計

６　資　　本　　金

　（１）資本金

イ

　　資 本 金 合 計

７　剰　　余　　金

　（１）利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金

　　利 益 剰 余 金 合 計

　　剰 余 金 合 計

　　資 本 合 計

　　負 債 資 本 合 計

△ 468,391,626

△ 340,148,626

770,582,312

出資金 128,243,000 128,243,000

128,243,000

468,391,626

△ 468,391,626

25,312,705

216,226,179

241,538,884

184,058,116

1,110,730,938

資 本 の 部

66,931,000

358,666,000

425,597,000

－27－



１　療　養　収　益

　（１）　施設療養収益　

　（２）　短期入所療養収益　

　（３）　通所リハビリ療養収益

　（４）　その他療養収益

２　療　養　費　用

　（１）　給与費

　（２）　材料費

　（３）　経費

　（４）　減価償却費

　（５）　資産減耗費

　（６）　研究研修費

　　　　営　業　損　益　

３　療　養　外　収　益

　（１）　受取利息及び配当金

　（２）　他会計繰入金

　（３）　長期前受金戻入

　（４）　その他療養外収益 281 46,115

20,157

25,676

0

175 514,376

△ 31,580

1

36,813

107,834

35,729

38,052

17,192 482,796

333,825

令和３年度　国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業予定損益計算書

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

419,666

7,886

（単位：千円）
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４　療　養　外　費　用

　（１）　支払利息及び企業債取扱諸費

　（２）　消費税及び地方消費税

　（３）　雑損失

　（４）　諸支出金

　（５）　長期前払消費税勘定償却

　　経　常　損　益

５　特　別　利　益

６　特　別　損　失

　　当年度純損益

　　前年度繰越欠損金

　　当年度未処理欠損金

402,334

422,201

0

16,940

914

12,996

0

△ 19,867

3,552 34,402 11,713

△ 19,867

0 0

0 0

－29－



　 （単位：円）

１　固　定　資　産

　（１）有形固定資産

イ

建物減価償却累計額

ロ

建物附属設備減価償却累計額

ハ

器械備品減価償却累計額

ニ

リース資産減価償却累計額

　　有 形 固 定 資 産 合 計

　（２）投資その他資産

イ 長期前払消費税

　　投 資 そ の 他 資 産 合 計

　　固 定 資 産 合 計

２　流　動　資　産

　（１）現金・預金

　（２）未収金

　（３）貯蔵品

　　流 動 資 産 合 計

　　資 産 合 計

797,153,462

22,334,071

65,618,054

1,831,794

89,783,919

886,937,381

10,309,000 51,015,800

776,843,382

20,310,080

20,310,080

59,913,671 14,924,571

リース資産 61,324,800

建物附属設備 2,991,000

1,421,655 1,569,345

器械備品 74,838,242

建物 1,092,965,000

383,631,334 709,333,666

令和３年度　国民健康保険山城病院組合介護老人保健施設事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

資 産 の 部
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３　固　定　負　債

　（１）企業債

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　企 業 債 合 計

　（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

ロ その他長期借入金

　　他 会 計 借 入 金 合 計

　（３）リース債務　

　　固 定 負 債 合 計

４　流　動　負　債

　（１）企業債　

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債

　　企 業 債 合 計

　（２）他会計借入金

イ 建設改良費等の財源に充てるための長期借入金

ロ その他長期借入金

　　他 会 計 借 入 金 合 計

　（３）リース債務　

　（４）未払金　

　（５）引当金　

イ 賞与引当金

　　引 当 金 合 計

　（６）その他流動負債　

　　流 動 負 債 合 計 121,666,237

40,086,353

5,392,000

12,250,885

20,385,000

20,385,000

1,496,525

50,003,600

892,508,532

42,055,474

42,055,474

960,024

39,126,329

負 債 の 部

617,816,320

617,816,320

13,541,568

211,147,044

224,688,612
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５　繰　延　収　益

　（１）長期前受金　

イ 補助金

ロ 負担金及び交付金

　　長 期 前 受 金 合 計

　（２）長期前受金収益化累計額　

イ 補助金

ロ 負担金及び交付金

　　長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額 合 計

　　繰 延 収 益 合 計

　　負 債 合 計

６　資　　本　　金

　（１）資本金

イ

　　資 本 金 合 計

７　剰　　余　　金

　（１）利益剰余金

イ 当年度未処理欠損金

　　利 益 剰 余 金 合 計

　　剰 余 金 合 計

　　資 本 合 計

　　負 債 資 本 合 計

128,243,000

422,200,626

△ 422,200,626

△ 422,200,626

△ 293,957,626

886,937,381

215,861,762

166,720,238

1,180,895,007

資 本 の 部

出資金 128,243,000 128,243,000

66,931,000

315,651,000

382,582,000

23,660,714

192,201,048
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１　重要な会計方針

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　① 貯蔵品

　　　　　先入先出法による低価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　① 有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　減価償却の方法　　定額法による。

　　　　　主な耐用年数　　　建物　　　　　　　 7～50年

　　　　　　　　　　　　　　建物附属設備　　　 3～18年

　　　　　　　　　　　　　　器械備品　　　 　　2～20年

　　　② 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　　該当事項なし

　　　③リース資産

　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

　　　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　（３）引当金の計上基準

　　　① 退職給付引当金

　　　　　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額より、京都府市町村職員退職手当組合における積立金相当額が上回る見込みのため、

　　　　　引当金を計上していない。

　　　② 賞与引当金

　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、各年度の翌年度における支給見込額に基づき、

　　　　　各年度に負担する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

令和４年度財務諸表に関する注記
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　（４）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

　　　① 消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用として処理している。

　　　　　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、10年間で均等償却を行っている。

　　　② リース取引の処理方法

　　　　　リース料総額が3百万円超のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　　　リース料総額が3百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２　予定キャッシュフロー計算書に関する注記

　（１）予定キャッシュフロー計算書の作成方法　

　　　間接法

　（２）予定キャッシュフロー計算書における資金の範囲

　　　予定キャッシュフロー計算書における資金は、現金及び預金である。

　（３）重要な非資金取引

　　　該当事項なし

３　予定貸借対照表関係

　（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、617,816千円である。

　（２）重要な係争事件に係る損害賠償債務

　　　該当事項なし

４　減損損失関係

　　　該当事項なし

５　その他

　（１）賞与引当金の取り崩し

　　　当年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出のため、賞与引当金20,385千円を使用する。
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１　重要な会計方針

　（１）資産の評価基準及び評価方法

　　　① 貯蔵品

　　　　　先入先出法による低価法

　（２）固定資産の減価償却の方法

　　　① 有形固定資産（リース資産を除く）

　　　　　減価償却の方法　　定額法による。

　　　　　主な耐用年数　　　建物　　　　　　　 7～50年

　　　　　　　　　　　　　　建物附属設備　　　 3～18年

　　　　　　　　　　　　　　器械備品　　　 　　2～20年

　　　② 無形固定資産（リース資産を除く。）

　　　　　該当事項なし

　　　③リース資産

　　　　・所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用している。

　　　　・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　（３）引当金の計上基準

　　　① 退職給付引当金

　　　　　当年度末における職員に対する退職手当の要支給額より、京都府市町村職員退職手当組合における積立金相当額が上回る見込みのため、

　　　　　引当金を計上していない。

　　　② 賞与引当金

　　　　　職員の期末・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出に備えるため、各年度の翌年度における支給見込額に基づき、

　　　　　各年度に負担する額（12月から3月までの4か月分）を計上している。

令和３年度財務諸表に関する注記
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　（４）その他会計に関する書類のための基本となる重要な事項

　　　① 消費税等の会計処理

　　　　　消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用として処理している。

　　　　　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、10年間で均等償却を行っている。

　　　② リース取引の処理方法

　　　　　リース料総額が3百万円超のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　　　リース料総額が3百万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２　予定キャッシュフロー計算書に関する注記

　（１）予定キャッシュフロー計算書の作成方法　

　　　間接法

　（２）予定キャッシュフロー計算書における資金の範囲

　　　予定キャッシュフロー計算書における資金は、現金及び預金である。

　（３）重要な非資金取引

　　　該当事項なし

３　予定貸借対照表関係

　（１）企業債の償還に係る他会計の負担

　　　貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は、659,872千円である。

　（２）重要な係争事件に係る損害賠償債務

　　　該当事項なし

４　減損損失関係

　　　該当事項なし

５　その他

　（１）賞与引当金の取り崩し

　　　当年度において、職員の期末・勤勉手当の支給及び当該手当に係る法定福利費の支出のため、賞与引当金21,549千円を使用する。
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